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シャウプ勧告と青色申告制度
山 下 壽 文
1．はじめに
明治期，わが国に西洋式簿記（複式簿記）が紹介された。福沢諭吉は，Bryant
and Stratton’s Common School BOOK-KEEPINGを翻訳し，1873（明治6）
年に『帳合の法初編』（単式簿記編），翌1874（明治7）年6月に『帳合の法
二編』（複式簿記編）を刊行した。複式簿記の著書としては，アラン・シャ
ンド編纂の『銀行簿記精法』が1973（明治6）年12月に刊行され，『帳合之
法』に先んじている。また，1890（明治23）年には簿記学校が約40数校もあ
り，商業講習所や中等教育においても西洋式簿記の教育が盛んに行われた。
その中には，現在も簿記学校として継承されているものもある。
このように，簿記書が刊行され，盛んに簿記教育が行われたにもかかわら
ず，一般の商家において西洋式簿記は定着をしなかった。その理由は，商家
は先祖代々にわたり継承されてきたその商家独特の方法を守り通したからで
ある。当時，学校で西洋式簿記を習得した跡取り子息が，その方法を商家に
取り入れようとして，先祖伝来の方法を守ろうとする親との間でひと悶着が
繰り返されたと言う。
このような状況が一変するのは，第2次世界大戦後である。敗戦により疲
弊したわが国の財政を立て直すためにTHE SHOUP MISSION［1949］（以
下，第1次シャウプ勧告という）が公表され，税法に青色申告制度が導入さ
れたことによる。青色申告制度とは，税収確保の観点から正確な簿記による
記帳を推進するため，青色申告者には種々の課税上の優遇措置を行うもので
ある。正確な簿記による記帳とは，その資産，負債および資本の変動をもた
らす日常の取引について，複式簿記（あるいは簡易簿記）により整然かつ明
瞭に帳簿に記載して決算を行うことである。これにより，複式簿記が広く普
及することになったと言われている。
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本稿では，第1次シャウプ勧告による青色申告制度の確立を『企業会計原
則』の一般原則第2「正規の簿記の原則」との関連で検証し，現行税法の青
色申告制度について裁判例を含めてその現状と課題を考察する。
2．シャウプ勧告と申告納税制度
第1次シャウプ勧告は，青色申告制度を導入し，これまで一部の大企業を
除き国民に記帳慣行がなかったため，記帳と自主計算の慣行を定着させるた
めに納税者による申告制を導入することで納税の意識付けを行った。具体的
には次のとおりである。
「商工業者および相当な生計を営むすべての納税者が記帳を励行し，公平に関連するか
なり複雑な問題を慎重に論究することを辞さないということに依存する近代的な制度を勧
告するにある。同時に，また，小さな納税者には，申告および納税の手続を簡単なものに
しておくべきである。このような方向で問題を検討すれば，日本が今後数年のうちに，も
しそれを欲するならば，恐らく世界で最もすぐれた租税制度をもてないという理由はなん
ら認められないのである。いずれにせよ，本報告の一貫した狙いは，かかる目標に通ずる
途を開放しておくことにある。」（THE SHOUP MISSION［1949］，序文）
第1次シャウプ勧告は，課税の公平性の観点から，正確な記帳に基づいた
納税者の自主申告制度を確立することを目的としていた。これは，わが国の
戦後の国民主権の憲法の制定，農地改革，労働運動の民主化など民主的な諸
改革の一環をなすものであった。それは，また，会計帳簿により所得の発生
原因と経過を明らかにし，正味財産の増減の状態を正確に把握し，第1次シャ
ウプ勧告の実質課税に基づく応能負担による直接税中心の累進的総合課税制
度を確立することであった。
これについて，第1次シャウプ使節団は，次のように勧告をする。
「租税法は，一定所得額を超えるすべての法人および個人業者の申告書には公認会計士
の証明する貸借対照表，損益計算書およびその他の或る種の資料を添付することを要件と
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図表1 大企業と中小企業の帳簿記帳の現状
企業規模 帳簿記帳の現状
大 企 業 正しい帳簿と会計を行うための十分な職員を有しており，問題はない
中小企業
1）会社および個人に関係する団体は正確な帳簿つけることの重要性を強調。
中等学校・成人教育機関での簿記教育
2）記帳の模範的な様式の作成
3）正しい記録を行うための誘因―税務署の対応（青色申告者への優遇）
するように改正せられるべきである。又納税者が繰越または繰戻しを欲する欠損の申告も
公認会計士の証明が必要であろう。」「農業以外の個人営業者には・・・・『青色申告用紙』の
方法で帳簿を記帳することを奨励すべきである。大蔵省は納税者が『青色申告用紙』で申
告することを認められる場合記帳を必要とする帳簿の見本を公にし，この見本を広く配布
すべきである。『青色申告用紙』で申告する納税者はその帳簿を検査しないで更正決定を
されないであろう。」（THE SHOUP MISSION［1949］，第14章）
第1次シャウプ勧告（Ｅ付帯問題）「2．帳簿と記帳」によれば，納税者
が帳簿を備え正確に記帳し，その正確な帳簿を税のために使用するように奨
励，援助する工夫が必要で，税務職員がその正確な帳簿に基づく申告を尊重
するよう努力と工夫を行うよう求めている。帳簿記帳については，わが国の
現状を大企業と中小企業にわけて図表1のような指摘をしている。
第1次シャウプ勧告では，大企業において経理能力の高い職員を有してお
り，会計に基づいて正確な会計帳簿の作成を行うのに問題がないとしている。
これに対して中小企業は大企業のような経理能力の高い職員を有せず，正確
な会計帳簿の作成もままならないことから，まず簿記教育の必要性を訴え，
模範的な帳簿記帳様式の確立を勧告する。さらに，中小企業の会計帳簿の記
帳を促進するために，青色申告制度を導入し，これにしたがって申告を行っ
た場合には，優遇措置を講じることを提案している。
さらに，1950（昭和25）年に再来日した第2次シャウプ使節団は，個人で
青色申告書を使用するものが極めて少数であることを憂慮して，次のように
述べている。
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図表2 事業所得者などの青色申告の状況
年度 納税者数 申請割合 承認割合
1950 3，950千人 7．3％ 4．1％
1951 3，883千人 4．7％ 3．8％
1952 2，710千人 6．3％ 4．5％
（注） 納税者数には，農業所得者も含む。
（出所）忠［1953］，401頁より一部修正。
図表3 法人の青色申告の状況
年度 法人数 青色法人申告割合
1950 320千社 45．5％
1951 341千社 56．2％
1952 370千社 56．9％
（注） 法人数は，税務署所管および調査課所管の合計で
ある。
（出所）忠［1953］，402頁より一部修正。
「青色申告書の使用を妨げているもののいくつかは除去し得るものである。すなわち，
記帳上些細の誤謬を犯しても，青色申告の特典を剥奪されるだろうという納税者間の感情
は，実際の運営においては何の根の葉もないことであるということを示しうる。税務署は
この点において，納税者が誠実にやっている場合には，かなりの寛容さを示すべきである。
多くの場合において，青色申告の記帳要件が不必要に複雑であると考えられていることは，
これらの要件の再検討を促すものである。すなわち，現在でもあることはあるのであるが，
農民とか小営業者に対しては，単式簿記の使用が認められることを法律の上においても運
営面においても明瞭にすべきである。」（THE SHOUP MISSION［1950］，53頁）
青色申告制度は，1950（昭和25）年のシャウプ税制により導入される。事
業所得者などの青色申告の状況は，図表2のとおりである。
事業所得者などの青色申告の申請割合は10％に満たず，承認割合は5％に
満たない状況であった。1950（昭和25）年から1952（昭和27）年時点での事
業所得者などの青色申告は普及していなかったことが，図表2からわかる。
これに対して，青色申告法人の申告状況は，図表3のとおりである。
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事業所得者などの青色申告の割合に比べると，青色申告法人の割合は，年
ごとに増加していることが図表3によりわかる。青色申告法人は，その後1980
（昭和55）年には90％を超え，この前後で推移している。これに対して，事
業所得者などの青色申告の割合は，1975（昭和40）年に50％を超えるが，そ
の後は55％まで伸びたものの増加傾向にはない。
1949（昭和24）年12月28日の「青色申告の前提となる帳簿制度について」
の国税庁通達によれば，「複式簿記が正規の簿記であることは，いうまでも
ないが，日日の帳簿記録の結果に商品等のたな卸しその他若干の決算修正を
行うことによって，貸借対照表および損益計算書を作成できる程度の組織的
な簿記をも正規の簿記として取り扱うものとする」（第1の個人および法人
に共通する事項12）とされていたが，それが法人税施行細則では正規の簿記
ではなく複式簿記となり，所得税施行細則では正規の簿記となっている。こ
のあたりの事情を大蔵省の関係者は，次のように証言している。
清野 ・・・・青色については物すごく抵抗したね。昭和25年に複式簿記ですからね。とても
じゃないが，これ，おまえたちやれるかというものですよ。
市丸 最初から簡易簿記の制度を認めておったと思いましたがね。
清野 違います。最初は複式簿記です。
忠 こういうことですね。企業会計原則が，シャウプさんがこられたとたんに発表されま
した。会計学の先生方は，複式簿記をオーソライズしたかったのです。しかし，それに対
してはまだ抵抗があったので，組織的な簿記と言い換えていた。（平田・泉・忠共編［1979］
（上），430‐431頁）
青色申告制度に係る規定は，法人税施行細則および所得税施行細則によれ
ば，図表4のとおりである。
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図表4 青色申告の要件としての簿記
税法区分 規 定 の 内 容
法人税法
資産，負債及び資本に及ぼす一切の取引を，複式簿記の原則に従い，整然と，
かつ，明りょうに記録し，その記録に基づき，貸借対照表及び損益計算書を
作成しなければならない。（法人税施行細則第53条）
所得税法
資産，負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引を正規の簿記の原則に従い，
整然と，かつ，明りょうに記録し，その記録に基づき，貸借対照表及び損益
計算書を作成しなければならない。（所得税施行細則第57条）
図表5 所得税施行細則における正規の簿記の体系
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黒澤は，この経緯について，「所得税法施行細則では，・・・・・・一律に複式
簿記の原則を強制することは無理であるとの判断に立ったもののようであ
る。・・・・・複式簿記は強制しないとしても，税法の見地では，いやしくも青
色申告者の会計帳簿および決算書類は，複式簿記と同じ効果をもつ正規の簿
記に準拠しなければならないという主張を崩さなかった。」（黒澤［1980］〈13〉，
78頁）と述べている。
ここで，正規の簿記は，複式簿記以外に簡易簿記を含むが，その体系は図
表5のとおりである。
正規の簿記に関して，『中小企業簿記要領』制定の経緯については次の証
言がある
忠 その当時の企業会計制度対策調査会・・・・・へ頼んで「中小企業簿記要領」というの
をつくってもらったのです。それを簡易簿記だといって国税庁，国税局はそれをテキスト
にして宣伝に回ったのです。結局，論理的には複式簿記と同じ結果となる。税法の条文と
しては，所得税法では正規の簿記の原則，法人税では複式簿記の原則，所得税では組織的
な簿記であれば複式簿記でなくともかまわないというような考えをしていたのですね。し
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かし，その「中小企業簿記要領」のシステムをもっと簡易化しようという動きが後年になっ
て大きくなったのですね。だから，簡易簿記といってみても，いくつかの簡略化の段階が
違ってきたので，混線するのですね。（平田・泉・忠共編［1979］（上），430‐431頁）
企業会計制度対策調査会（以下，調査会という）は，第2部会に新しい機
能として，⑴1949（昭和24）年7月公表の『企業会計原則』およびその後順
次発表することが予定されている会計諸基準を全国的規模で啓蒙および普及
運動の展開，および⑵青色申告制度の基礎となる標準簿記（特に『中小企業
簿記要領』）の作成および普及を追加した。⑵その作業のために「財団法人
企業会計研究会を設置，主たる資金として『中小企業簿記要領』の印税をあ
てることにした。上野会長は，委員として鍋島達および中西寅雄を任命し
た。」（黒澤［1980］〈14〉，80頁）のである。
この『中小企業簿記要領』について論ずる前に，「正規の簿記の原則」に
ついて，『企業会計原則』の立場を明らかにしておく必要がある。
3．シャウプ勧告と『企業会計原則』一般原則としての「正
規の簿記の原則」
黒澤は，「使節団とわれわれ（企業会計制度対策調査会）との間には，日
本の企業会計制度の改革問題について，すでにこの年（1949年―山下）の4
月以来内面的交渉がもたれていた。シャウプ教授の基本構想は，納税者が自
ら記録した正確な会計帳簿に基づいて，自己の所得を算定し，納税の確定申
告（Self-assessment）を行う制度の確立であった。」（黒澤［1979］〈11〉，98頁）
と証言する。
納税者が自己申告を行うためには，課税の公平性の観点から次のプロセス
を経る必要がある（黒澤［1979］〈11〉，98頁）。
第1に，納税者が会計帳簿を備え正確に記録する。
第2に，納税者が正確な会計帳簿に基づいて毎年度の所得額を算定する。
第3に，納税者がその所得額に基づいて所得の税率を乗じて納税額を算定
し，税務署へ確定申告をする。
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加えて，「企業の場合は，さらにこの会計帳簿に基づいて貸借対照表およ
び損益計算書を作成し，これを添付して確定申告する。われわれは，これを
正規の簿記の原則と名づけて，『企業会計原則』の第2原則として組み入れ
たのである」が，「すでに来日中のシャウプ教授は，このことをすでに知ら
されており，われわれの委員会に対して多大の期待を表明した」（黒澤［1979］
〈11〉，98頁）とされる。
ところで，「正規の簿記の原則」は，「企業会計制度対策調査会速記録」に
よれば，黒澤により次のように説明されている。
「第三は『企業会計は，すべての取引につき，正規の簿記の原則に従って，正確な会計
帳簿を作成しなければならない。』1独乙商法上の『正規の簿記の原則』（Grundsätze
Ordnungsmässiger Buchführung）とは企業の会計帳簿及び貸借対照表は正確な簿記の原
則に従って作成されなければならないという要求でありますが，これは本原則において当
然とり入れられるべきものと思います。この企業会計原則では，財務諸表は財産目録
（Inventory method）によってではなく，誘導法（Derivative method）によって作成さ
れなければならぬことを要請しているのであります。この原則の真の意味は企業会計は，
すべての取引について信頼できる歴史的記録（reliable historical record）並びに分析的記
録（analytical record）を保有し，その記録に基づいて企業の財政状態と経営成績とが，
報告されなければならないことを要求している点にあるのです。・・・・この原則は第一原則
として述べたいわゆる『真実性の原則』と結合してアメリカ企業会計におきましては『一
1 現行の『企業会計原則』一般原則では第2の原則である。調査会が当初その制定を目指
していた『企業会計基準法（案）』において（企業会計の原理）として，第1に「真実性
の原則」，第2に「正規の会計原則」，第3に「正規の簿記の原則」，第4に「明瞭性の原
則」，第5に「継続性の原則」が掲げられていた。しかし，『企業会計基準法（案）』の制
定が頓挫した後の『企業会計原則』の検討過程で，「正規の会計原則」が削除され，「正規
の簿記の原則」が第2に繰り上がり，「保守主義の原則」と「単一性の原則」の2つが加
わり7つの一般原則となった。ここで，「会計帳簿と立言しているときに，それが，財務
諸表の前提となる会計記録だけを指しているのか，それとも財務諸表とその前提となる会
計記録とを含むのか，が現に閑却されている問題点なのであるまいか。」（忠［1953］，536
頁）との批判があるが，沼田［1953］が言うように，簿記と会計学の関係を整理する必要
がある。これは，法人税法第22条第4項の公正処理会計基準と関連する。
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般に認められた原則』の一つとなっている『実質的内容の原則』又は『緊要性の原則』
（Doctrine of materiality）を構成しておるわけです。」（企業会計制度対策調査会速記録
［1949b］，48頁）
この引用の前半部分について，ドイツの「正規の簿記の諸原則」との混乱
があるとの批判に対して，黒澤は「昭和23年ごろの状況のもとでは，上野会
長の発言・・・・の関係上，わが国の法制当局（税法および商法関係）を説得す
るにあたり，ドイツの実体法上の『正規の簿記の諸原則』との間に明確な線
を引かなかったが，わが国の法制においては，それが不可能であることを（実
体法上に正規の簿記の諸原則を規定すること）がわかり，両者の概念上明瞭
に区分するにいたったのである。」「昭和23年12月頃の段階では，調査会の速
記録に，『正規の簿記の諸原則』が引用されているのは事実だが，昭和24年
『企業会計原則』の公表までにはっきり訂正されている。」（黒澤［1980］〈15〉，
95頁）2と反論し，「ドイツ商法典第38条の正規の簿記の諸原則とは，由来を
異にする。」（黒澤［1979］〈11〉，98頁）と断言する。
この他，「正規の簿記の原則」は，ドイツから借りてきた表現で，その内
容は Sanders et.al，［1938］（以下，SHM会計原則という）第6部「会計原
則の要約」「1．一般原則」のＣ「企業のすべての取引について信頼すべき
歴史的記録が作成されていなければならない」（Sanders et.al，［1938］，p．113．
山本・勝山・小関共訳［1979］，107頁）に由来するという見解もある（中村［1982］，
2 黒澤は，この速記録を孫引きして黒澤はドイツの「正規の簿記の諸原則」を企業会計原
則に取り入れようとしたと非難する者がいるがはなはだ迷惑だと述べる。それは，この速
記録は文字どおりの意味での速記録ではなく，経済安定本部の葛原秀治補佐その他数名が
各委員の意見を記録し，それを上野委員長が検閲して雑誌『會計』にその一部を公表した
ものであって，正確に各委員の意見が表明されているとは言い難いからである（黒澤
［1980］〈13〉，76頁）。速記録および後述の税法調整意見書①では，「正規の簿記の原則」
となっており，複数形ではない。この他訳語としては，整然タル簿記ノ原理（現代外国法
典叢書独逸商法（1）），正常ナル簿記ノ原則（現代外国法典叢書独逸商法（Ⅲ）），正規の
簿記原則（山下勝治），正規簿記の諸原則（伊藤正一），秩序的簿記の原則（沼田嘉穂），
通常ノ簿記ノ原則（松本太郎）がある。（清水［1980］，119頁注1，忠［1953］，177頁お
よび沼田［1953］）
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11頁）。
「正規の簿記の原則」は，ドイツ商法や SHM会計原則の影響を受けてい
ることは疑いのないところであるが，「重要性の原則」（「緊要性の原則」）と
の関連で会計処理の原則も含み，記録と会計処理の面から真実性の原則を支
えるというわが国独特の意味を有する。
ただ，記録の原則という場合に「正規の簿記の原則」は複式簿記のみなら
ず単式簿記も含まれる。これについて，黒澤は次のように述べる。
「『企業会計原則』の第2原則としての『正規の簿記の原則』は，複式簿記の原理を規定
したものではない。もちろん会計慣行上，企業簿記は事実上ほとんど複式簿記の原理を採
用しているけれども，複式簿記の技術的ルールを，法的に強制することは，望ましいとは
思われない。会計帳簿が，真実公正な財務諸表作成のための基礎となることができるよう
に，資産，負債および資本に及ぼす一切の取引を正確に記録するという要件をみたせばよ
ろしい。あえて複式簿記と限定しないという見地をとった。」（黒澤［1979］〈13〉，77頁）
「正規の簿記の原則」と青色申告との関係について，再度確認すると次の
とおりである。
「シャウプ使節団の勧告による blue income return の制度を実現するためには，何より
もまず納税者たるすべての企業者の会計帳簿の制度を完備したものにしなければならない。
納税者が，自己の正確な会計帳簿に基づいて，セルフ・アセスメントを行い，納税者自ら
算定して，確定申告する制度を，シャウプ教授は青色申告と仮称したのである。」（黒澤
［1980］〈13〉，74頁）
法人税法では，青色申告の承認を得ようとする法人は「その資産，負債及
び資本に及ぼす一切に取引について，複式簿記の原則にしたがい整然かつ明
りょうに記録し決算を行わなければならない」（法人税法施行細則第12条）旨規
定された。所得税法においては，複式簿記の原則ではなく正規の簿記の原則
との規定がある。ここでいう正規の簿記の原則は，『企業会計原則』一般原
則「正規の簿記の原則」とは異なり，記録原則である。「正規の簿記の原則」
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図表6 『中小企業簿記要領』の原則的な記帳体系
主たる帳簿 その他の関係帳簿
現金収支の記帳
（現金出納帳）
（当座預金出納帳）
仕入の記帳（仕入帳，買掛帳，返品票）
賃金給料の支払の記帳（賃金計算帳，給料計算帳）
外注工賃の支払の記帳（外注工賃記入帳）
経費支払の記帳（経費明細表，経費内訳帳）
売上の記帳（売上伝票，売掛帳，売上帳）
債権債務の記帳（債権債務記入帳，各科目口座（例：借入金））
固定資産の記帳（固定資産台帳）
と同じ名称を使いながら，その意味するところは相違する。
4．シャウプ勧告と『中小企業簿記要領』
1949（昭和24）年に経済安定本部は，『企業会計原則』（中間報告）を発表
した。同時に，『中小企業簿記要領』3が発表された。この要領は，「法人以
外の中小商工業者のよるべき簿記の一般的基準を示すもので」，その目的と
して次の3点をあげる
① 正確なる所得を自ら計算し課税の合理化に資すること
② 融資に際し事業経理の内容を明らかにすることによって中小企業金融
の円滑化に資すること
③ 事業の財政状態および経営成績を自ら知り，経理計数を通じて事業経
営の合理化を可能ならしめること
『中小企業簿記要領』は，「記帳者が複式簿記の知識なくして容易に記帳で
きるように，通常の複式簿記の採用する手続，とくにすべての取引を勘定の
借方貸方に仕訳すること並びに総勘定元帳に転記することを省略する」と述
3 経済安定本部編『中小企業簿記要領解説』も発表され，簿記の処理方法について詳細に
述べている。黒澤は，個人事業者であれ法人企業であれ中小企業に適用するために制定さ
れた（黒澤［1980］〈3〉，78頁）と述べるが，法人税法上は複式簿記が青色申告の要件で
あるから，法人企業が『中小企業簿記要領』において青色申告の承認を受けることはでき
ない。
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図表7 月末収支総括表勘定連絡図
月末収支総括表
摘 要 支出 摘 要 収入
仕 入 帳 → 仕 入 高 売 上 高 ← 売 上 帳
外注工賃記入帳 → 外 注 工 賃
給料及賃金計算帳 → 労 務 費
経 費 明 細 表 → 経 費
小 計 小 計
買 掛 帳 → 買 掛 金 支 払 売 掛 金 収 金 ← 売 掛 帳
現 金 出 納 帳 → 現 金 預 入 預 金 引 出 ← 現 金 出 納 帳
債
権
・
債
務
記
入
帳
支払手形口座 → 手 形 金 支 払 手 形 金 収 金 ← 受取手形口座
債
権
・
債
務
記
入
帳
預け金口座 → 預 け 金 預 入 預 け 金 払 戻 ← 預け金口座
預り金口座 → 預 り 金 支 払 預 り 金 受 入 ← 預り金口座
組合出資金口座 → 組合出資金払込 組合出資金払戻 ← 組合出資金口座
貸付金口座 → 貸 付 金 貸 付 貸 付 金 回 収 ← 貸付金口座
借入金口座 → 借 入 金 返 済 借 入 金 借 入 ← 借入金口座
立替金口座 → 立 替 金 支 払 立 替 金 取 立 ← 立替金口座
前払金口座 → 前 払 金 支 払 前 払 金 決 済 ← 前払金口座
前受金口座 → 前 受 金 決 済 前 受 金 受 入 ← 前受金口座
仮払金口座 → 仮 払 金 支 払 仮 払 金 決 済 ← 仮払金口座
仮受金口座 → 仮 受 金 決 済 仮 受 金 受 入 ← 仮受金口座
事業主勘定 → 事 業 主 貸 事 業 主 借 ← 事業主勘定
固 定 資 産 台 帳 → 固定資産買入 固定資産売却 ← 固 定 資 産 台 帳
現 金 出 納 帳 → 現 金 不 足 屑 等 売 却 ← 現 金 出 納 帳
現 金 超 過 ← 現 金 出 納 帳
売 上 帳 → 掛及手形売上 掛及手形仕入 ← 仕 入 帳
再 計 再 計
現 金 出 納 帳 → 現 金 収 入 計 現 金 支 出 計 ← 現 金 出 納 帳
合 計 合 計
（出所）経済安定本部編［1950］，85‐86頁より一部部修正
べている。これは，その対象が法人以外の所得税法の対象となる個人の中小
商工業者であることを，配慮したことが窺える。その記帳体系は，「原則と
して現金出納帳を中軸として他の関係帳簿との間に複記の組織を確立し，現
金収支を基礎として記帳の照合試算を可能ならしめ，以て複式簿記の原理と
その効果を実現する」こととされる。これを具体的に示すと図表6のように
なる。
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帳簿の記入は，証憑書類または伝票その他原始記録に基づいて正確に行わ
れ，原始記録により確証されねばならない。例えば，現金仕入の場合（売上
の記帳のように売上伝票は用いない），送り状（納品票）と現物を検品した
後出入金伝票を切り，現金出納帳の出金欄に記帳すると同時に仕入帳の現金
仕入欄にも記入する。また，掛仕入の場合，送り状から仕入帳の掛仕入欄，
買掛帳の仕入欄に記帳する。買掛金を支払った場合，出入金伝票を切り，現
金出納帳の出金欄に記帳すると同時に買掛帳の支払欄にも記入する。工員や
事務員への賃金や給料の支払は，出勤表・出来高票に基づき出金伝票を切り
現金出納帳の出金欄に記帳し，同時に各工員または各事務員別の賃金計算表
または給料計算表に記帳する。
このように，複式簿記による複式記入による仕訳を行い総勘定元帳へ転記
をするというプロセスを省略し，送り状および出勤表・出来高票の証憑を基
に入金伝票および出金伝票を用いて，各帳簿間の複式記帳を行う。
毎月末に当月の収支に関する記帳の正否を検証し，当月間の売買損益の大
要を捕捉するために月末収支総括表を作成する。月末収支総括表の様式と現
金出納帳，当座預金出納帳，仕入帳，買掛帳，賃金計算帳，給料計算帳，外
注工賃記入帳，経費明細表，売掛帳，売上帳，債権債務記入帳，固定資産台
帳からの記入の状況は，図表7のとおりである。
月末収支総括表の役割は，複式簿記において仕訳帳から総勘定元帳への転
記を検証する試算表の役割と同じである。図表8のように記帳の正否が検証
されると，決算へと進む。
決算は，棚卸表を作成して行う。棚卸表では，商品，原料，製品などの棚
卸資産や債権の整理記入，経費の未払および前払を計算に入れるため経費の
整理記入を行う。棚卸資産は実地棚卸を行い評価する。売掛金や貸付金など
の債権の価額は，債権額から貸倒額を差しい引いた金額である。経費の未払
額および前払額は，経費内訳帳から棚卸表に記載する。この他，製品および
仕掛品などの原価は，材料費，労務費および経費を見積って評価する。土地，
建設仮勘定を除く固定資産の価額は，取得原価から減価償却累計額を差し引
いた金額である。減価償却は固定資産台帳に記帳する。それを基に，1月～
12月までの月末収支総括表の集計表を作成し，損益計算書および貸借対照表
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各帳簿への記帳
月末収支総括表
検証
決　算
損益計
算　書
貸借対
照　表
1月～12月まで
の集計表を作成
図表8 決算へのプロセス
を作成する。
簡単な業種においては，日常の取引の記帳について現金出納帳の多桁方式
を発展せしめた日計表方式を採用し，これに上記の原則的記帳体系における
その他の関係帳簿を補助明細簿として配して，完全な記帳を行うことができ
る。
『中小企業簿記要領』は，複式簿記を用いて記帳を行わないが，複式簿記
と同様の記帳の正確性および検証能力を有する。複式簿記がそれほど普及し
ていなかった当時としては，合理的な記帳方式と考えられた。しかし，これ
については，「仕訳記入と元帳転記を省略したことが，果たして簿記の簡易
化になったか」という問題があり，かつ「諸帳簿間の記帳関係が非常に錯綜
しているため，簿記知識の十分でない当時の中小商工業者には，かえって混
乱を与えたのではないか」（安平［1997］，887頁）との指摘がある。また，この
簿記法が広く普及したかどうかも疑わしい4。
これ以後，中小企業庁は，1953（昭和28）年10月に『中小会社経営簿記要
領』を発表した。これは，1974（昭和49）年の商法計算規定の改正および『企
業会計原則』の修正に合わせ，1975（昭和50）年1月に改訂されている。た
だ，この要領は，『中小企業簿記要領』が商業および製造業を対象として一
括して説明しているのに対して，商業を対象としている。製造業については，
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『中小企業の原価計算要領』が並行して発表されている。また，現金管理，
債権債務管理および固定資産管理について，『中小企業の財務管理要領』が
これもまた並行して発表されている。『中小会社経営簿記要領』は，中小会
社の経理業務の充実による経営の改善および合理化，資金の借入に必要な体
制の整備とともに申告納税にも利用でき，中小会社経理指導者の指導要領と
もなることを目的とする。
5．現行税法上における青色申告制度
現行所得税法において，青色申告者（不動産所得，事業所得および山林所
得）は，資産，負債および資本に影響を及ぼす一切の取引を正規の簿記の原
則に従い，整然と，かつ，明りように記録し，その記録に基づき，貸借対照
表および損益計算書を作成しなければならない（所規57），と規定している。
ここで正規の簿記とは，原則として複式簿記を指し，図表9のように仕訳帳
（すべての取引を借方および貸方に仕訳する帳簿），総勘定元帳（すべての
取引を勘定科目の種類別に分類して整理計算する帳簿），その他必要な帳簿
を備え，財務大臣の定める取引に関する事項を記載しなければならない（所
規58①）。
4 簡易簿記について，NHK第2放送は，1953（昭和28）年5月20～26日午後11：15から
11：30の15分間「誰にもつけられる小売店簿記」という対話式の放送を行っている。NHK
ラジオテキスト『誰にもつけられる小売店簿記』によれば，放送者はＡ 司会者「税と経
営」主幹喜多村実，Ｂ きき手，Ｃ 解説者「公開経営指導協会」指導員中峰武である。
表紙を開くと，喜多村による「驚いたことには年に20万円の所得しかないのに，月2万円
の生活費を平気でつかつているお店がある。これではたとえ税金がただでもやつていけな
い。然もこんなお店が案外多い。帳簿はこんな間違いを正して，ハッキリその方向を示し
てくれるものだ。」との辞がある。目次をみると，なぜ帳面は必要か（5月20日），どんな
帳面が必要か（5月21日），どの帳面から始めるか（5月22日），現金出納帳から経費内訳
表を（5月23日），貸売帳と買掛帳（5月24日），決算数字をどうやつて出すか（5月25日），
帳簿の効用と青色申告（5月26日）からなる。小売店が帳簿記入により決算書を作成する
ことは，税金対策だけではなく店の合理的経営にも有用であることを示している。つまり，
青色申告による納税制度は，課税当局においてメリットがあるであろうが，何より商店経
営の礎となるものである。なお，三代川［2001］は，簡易簿記を取り上げている。
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図表9 複式簿記の原則に従った帳簿組織の基本的な例
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主要簿
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
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仕訳帳
総勘定元帳
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補助記入帳

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








現金出納帳
当座預金出納帳
小口現金出納帳
売上帳
仕入帳
受取手形記入帳
支払手形記入帳
補助元帳






商品有高帳
売掛金元帳
買掛金元帳
固定資産台帳
（出所）国税庁［2012］，3頁。
取引発生 仕訳帳
（仕訳） （元帳記入） （決算）
試算表総勘定元帳
補助簿
貸借対照表
損益計算書
図表10 帳簿などの記帳の流れ
（出所）国税庁［2012］，3頁。
帳簿の記帳から決算をへて決算書（貸借対照表および損益計算書）を作成
する流れ（簿記の一巡）は，図表10のとおりである。
仕訳帳には，取引の発生順に，取引の年月日，内容，勘定科目および金額
を記載しなければならない（所規59①）。また，総勘定元帳には，その勘定ご
とに，記載の年月日，相手方の勘定科目および金額を記載しなければならな
い（所規59②）。
その他の複式簿記として図表11のような伝票会計システムがある。
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取引発生 試算表
総勘定元帳
補助簿
貸借対照表
損益計算書
振替伝票
出金伝票
入金伝票
仕訳
図表11 伝票会計システム
（出所）国税庁［2012］，5頁。
取引発生
　 現金出納帳
　 売掛金
　 買掛金
※ 預金出納帳
※ 受取手形記入帳
※ 支払手形記入帳
※ 特定取引仕訳帳
元帳
仕訳帳
　 経費帳
　 固定資産台帳
※ 特定勘定元帳
貸　借
対照表
損　益
計算書
元帳
? ?
? ?
?
図表12 帳簿などの記帳の流れ
（注）1 ※印を付した帳簿が従来の標準簡易帳簿に追加された帳簿（「債権債務等記入帳」）です。
2 この帳簿組織においては，点線内の帳簿に仕訳帳及び元帳としての機能を持たせることとし，記
帳に当たっては，「摘要」欄に相手方の勘定科目を記載するとともに，現金，売掛金，買掛金，預金，
受取手形及び支払手形の期末残高については，試算表へ直接転記します。
（出所）国税庁［2012］，5頁。
ただし，所得税法に規定する正規の簿記とは，複式簿記に限らず図表12の
ような財務大臣の定める簡易な記録の方法および記載事項によることができ
る（所規56①但書）。
簡易な簿記によった場合の主な特徴は，①一定の収益と費用については，
現金主義に基づいて記載した上で，年末における未収収益・前受収益・未払
費用・前払費用の額を記載する方式が認められ，②毎年12月31日において，
その記録に基づいて損益計算書を作成しなければならないが，貸借対照表の
作成が義務付けられていないこと（大蔵省告示（昭和42年第112号）③三，別表第
1第2欄，別表第2）である。
小規模事業者については，収入および費用の帰属時期について現金主義の
特例がある。現金主義の特例の適用を受けることができるのは，青色申告書
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図表13 帳簿書類の保存期間
帳 簿 書 類 保 存 期 間
帳簿（注）
7年
決算関係書類
現金預金取引等関係書類 7年（前々年分所得300万円以下の場合は，5年）
その他の書類 5年
（注）標準的な簡易帳簿の種類は，現金出納帳，売掛帳，買掛帳，経費帳，固定資産台帳である。
を提出することにつき税務署長の承認を受けている居住者で不動産所得また
は事業所得を生ずべき業務を行うもののうち，その年の前々年分のこれらの
金額（事業専従者給与の額を必要経費に算入しないで計算した場合の金額）
の合計額が300万円以下であることなどの小規模事業者としての要件に該当
する場合である（所法67，所令195）。
現金主義によった場合の主たる特徴は，①現金出納帳と固定資産台帳の作
成，および②貸借対照表の作成が義務付けられていないこと（大蔵省告示（昭
和42年第112号）③三，別表第1第3欄，別表第2）である。（上西［2012］，32‐33頁参
照）
なお，青色申告者は，次の各号に掲げる帳簿および書類（所規56）を整理
し，図表13のように起算日から7年間（第3号に掲げる書類のうち，現金預
金取引など関係書類に該当する書類以外のものにあっては，5年間），これ
をその者の住所地若しくは居所地またはその営む事業に係る事務所，事業所
その他これらに準ずるものの所在地に保存しなければならない（所規63①）。
一 第58条（取引に関する帳簿及び記載事項）に規定する帳簿並びに当該青色申告者の資
産，負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引に関して作成されたその他の帳簿
二 棚卸表，貸借対照表及び損益計算書並びに計算，整理又は決算に関して作成されたそ
の他の書類
三 取引に関して相手方から受け取った注文書，契約書，送り状，領収書，見積書その他
これらに準ずる書類及び自己の作成したこれらの書類でその写しのあるものはその写し
青色申告者が青色申告書に添付すべき書類は，次の各号に掲げるものであ
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る（所規65）。これには，電磁的記録に記録された情報の内容を記載した書類
を含む。
一 貸借対照表及び損益計算書
二 不動産所得の金額，事業所得の金額又は山林所得の金額の計算に関する明細書（事業
所得の金額のうちに変動所得の金額又は臨時所得の金額がある場合には，当該変動所得の
金額又は臨時所得の金額とその他の事業所得の金額とに区分し，不動産所得の金額のうち
に臨時所得の金額がある場合には，当該臨時所得の金額とその他の不動産所得の金額とに
区分した明細書）
三 純損失の金額の計算に関する明細書
青色申告者には，青色申告特別控除（措法25の2，措通25の2‐1），青色事業
専従者給与（所57①），貸倒引当金の計上（所法52，54），純損失の繰越しと繰
戻し（所法70①，141，141）などの特典がある。
さて，青色申告の承認申請の却下について，税務署長は，その申請書を提
出した居住者につき次の各号のいずれかに該当する事実があるときは，その
申請を却下することができる（所法145）。
一 その年分以後の各年分の所得税につき第143条（青色申告）の承認を受けようとする
年における同条に規定する業務に係る帳簿書類の備付け，記録又は保存が第148条第1項
（青色申告者の帳簿書類）に規定する財務省令で定めるところに従って行なわれていない
こと。
二 その備え付ける前号に規定する帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装し
て記載し又は記録していることその他不実の記載又は記録があると認められる相当の理由
があること。
三 第150条第2項（青色申告の承認の取消し）の規定による通知を受け，又は第151条第
1項（青色申告の取りやめ）に規定する届出書の提出をした日以後1年以内にその申請書
を提出したこと。
さらに，青色申告者にとって重要なことは，青色申告書に係る更正の次の
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規定である（所法155）。
税務署長は，居住者の提出した青色申告書に係る年分の総所得金額，退職所得金額若し
くは山林所得金額又は純損失の金額の更正をする場合には，その居住者の帳簿書類を調査
し，その調査によりこれらの金額の計算に誤りがあると認められる場合に限り，これをす
ることができる。ただし，次に掲げる場合は，その帳簿書類を調査しないでその更正をす
ることを妨げない。
一 その更正が不動産所得の金額，事業所得の金額及び山林所得の金額以外の各種所得の
金額の計算又は第69条から第71条まで（損益通算及び損失の繰越控除）の規定の適用につ
いて誤りがあつたことのみに基因するものである場合
二 当該申告書及びこれに添附された書類に記載された事項によって，不動産所得の金額，
事業所得の金額又は山林所得の金額の計算がこの法律の規定に従っていないことその他そ
の計算に誤りがあることが明らかである場合
2 税務署長は，居住者の提出した青色申告書に係る年分の総所得金額，退職所得金額若
しくは山林所得金額又は純損失の金額の更正（前項第1号に規定する事由のみに基因する
ものを除く。）をする場合には，その更正に係る更正通知書にその更正の理由を附記しな
ければならない。
現行法人税法において，青色申告法人は，その資産，負債および資本に影
響を及ぼす一切の取引につき，複式簿記の原則に従い，整然と，かつ，明りょ
うに記録し，その記録に基づいて決算を行なわなければならない（法規53）。
取引に関する帳簿および記載事項について，青色申告法人は，仕訳帳（す
べての取引を借方および貸方に仕訳する帳簿），総勘定元帳（すべての取引
を勘定科目の種類別に分類して整理計算する帳簿），その他必要な帳簿を備
え，取引に関する事項を記載しなければならない（法規54）。
仕訳帳および総勘定元帳の記載方法について，仕訳帳には，取引の発生順
に，取引の年月日，内容，勘定科目および金額を記載し（法規55①），総勘定
元帳には，その勘定ごとに記載の年月日，相手方勘定科目および金額を記載
しなければならない（法規55②）。
以上について，所得税法第57条および第58条などの複式簿記による記帳と
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同様である。
青色申告法人は，財務省令で定めるところにより，帳簿書類を備え付けて
これにその取引を記録し，かつ，当該帳簿書類を保存しなければならない（法
法126①）。
帳簿書類とは，次の各号に掲げるもので，起算日から7年間，これを納税
地（第3号に掲げる書類にあっては，当該納税地または同号の取引に係る国
内の事務所，事業所その他これらに準ずるものの所在地）に保存しなければ
ならない（法規55）。
一 第54条（取引に関する帳簿及び記載事項）に規定する帳簿並びに当該青色申告法人（次
項に規定するものを除く。）の資産，負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引に関して作
成されたその他の帳簿
二 棚卸表，貸借対照表及び損益計算書並びに決算に関して作成されたその他の書類
三 取引に関して，相手方から受け取った注文書，契約書，送り状，領収書，見積書その
他これらに準ずる書類及び自己の作成したこれらの書類でその写しのあるものはその写し
なお，帳簿書類とは，次の⑴から⑶に掲げるものである（法規54・59①～④，
別表22）。
⑴ 仕訳帳，総勘定元帳，現金出納帳，預金出納帳，受取・支払手形記入
帳，売掛金元帳，買掛金元帳，貸付金元帳，借入金元帳，有価証券台帳，
固定資産台帳，売上帳，仕入帳，経費帳など
⑵ 棚卸表，貸借対照表および損益計算書並びに決算に関して作成された
その他の書類
⑶ 注文書，契約書，送り状，領収書，見積書その他これらに準ずる書類
および自己の作成したこれらの書類でその写しのあるものはその写し
また，法人が，取引情報の授受を電磁的方式によって行う電子取引をした
場合には，原則としてその電磁的記録（電子データ）をその事業年度の確定
申告書の提出期限から7年間保存する必要がある。ただし，その電磁的記録
を出力した紙によって保存しているときには，電磁的記録を保存する必要は
ない（法規59⑤）。
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青色申告法人の特典としての優遇措置は，次のとおりである。
⑴ 青色申告書を提出した事業年度に生じた欠損金の繰越控除（法法57）
⑵ 欠損金の繰戻しによる法人税額の還付（法法80）
⑶ 各種の特別償却（措法42の5～48）
⑷ 各種の準備金の積み立て（措法55～57の9，58，61の2）
⑸ 各種の税額控除（措法42の4～42の12の4）
⑹ 帳簿書類の調査に基づく更正（法法130①）
⑺ 更正通知の理由附記（法法130②）
⑻ 異議申立てを経ないで行う審査請求（通法75④）
なお，税務署長は，その申請書を提出した内国法人につき次の各号のいず
れかに該当する事実があるときは，その申請を却下することができる（法法
123）。
一 前条第一項に規定する当該事業年度に係る帳簿書類の備付け，記録又は保存が第126
条第1項（青色申告法人の帳簿書類）に規定する財務省令で定めるところに従って行われ
ていないこと。
二 その備え付ける帳簿書類に取引の全部又は一部を隠ぺいし又は仮装して記載し又は記
録していることその他不実の記載又は記録があると認められる相当の理由があること。
三 第127条第2項（青色申告の承認の取消し）の規定による通知を受け，又は第128条（青
色申告の取りやめ）に規定する届出書の提出をした日以後1年以内にその申請書を提出し
たこと。
四 第4条の5第1項（連結納税の承認の取消し）の規定により第4条の2（連結納税義
務者）の承認が取り消された場合で，その取り消された日以後1年以内にその申請書を提
出したこと。
所得税法および法人税法における青色申告に対する更正通知の理由の附記
は，①青色申告に対する更正処分の濫用の防止，②青色申告制度の適正な運
用・普及のため，③不服申し立てに対する判断材料の提供があげられる。特
典としての位置づけは，「厳格な記帳と書類の備付に対する代償としても捉
えることができる」（奥谷［2012］，25頁）のである。
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ただし，記帳制度の整備により申告水準の維持が図られているのは，記帳
などを怠り，不正申告を行った場合には「青色申告承認の取消によって各種
特典を剥奪するという行政処分によって担保されている」（品川［2012］，23
頁）からである。
6．青色申告制度に係る裁判例
青色申告者は，正規の簿記の原則に従って，整然と，かつ，明りょうに記
録し，その記録に基づき，貸借対照表および損益計算書を作成しなければな
らない。ここで「正規の簿記」とは，複式簿記の他簡易簿記を言う。これら
については，体系的に帳簿などを備えなければならず，そうでなければ青色
申告の承認は得られない。また，帳簿などは一定期間の保存が義務付けられ
ている。これに対して，税務署は，青色申告書の更正に際しては帳簿などに
基づいて行い，更正の決定にはその理由を附記する必要がある。これらにつ
いては，前節で述べたとおりである。
ただ，更正および決定についての理由附記については，いくつかの裁判例
があり，その判決は青色申告制度の根幹をなすものである。本節では，理由
附記および青色申告取消処分の判決例を取り上げる。
⑴ 所得税青色審査決定処分等取消請求の事例（最高判昭和38年5月31日
民集 第17巻4号617頁）
本件は，所得税青色申請書についてなされた更正処分並びに審査決定の附
記理由が不備であるとされた事例で，その事実の概要は次のとおりである。
所得税青色申告の承認を受けている上告人は，昭和31年度分の所得につき青
色申告書により所得金額を309，422円と確定申告した。これに対して，小石
川税務署長は，昭和32年7月29日附をもつて右所得金額を444，695円と更正
し，更正の理由として，「売買差益率検討の結果，記帳額低調につき，調査
差益率により基本金額修正，所得金額更正す」と記載されていた。また，被
上告人東京国税局長がした本件審査決定の通知書には棄却の理由として，「あ
なたの審査請求の趣旨，経営の状況その他を勘案して審査しますと，小石川
税務署長の行った再調査決定処分には誤りがないと認められますので，審査
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の請求には理由がありません」と記載されており，なお，小石川税務署長の
再調査決定通知書には「再調査請求の理由として掲げられている売買差益率
については実際の調査差益率により店舗の実態を反映したものであり，標準
差益率によった更正ではなく，当初更正額は正当である」との理由が附記さ
れていた。上告人は，決定処分等の取消請求を求めて裁判を起こしたが，東
京高裁では取消請求が棄却されたことから，最高裁へ上告した。
本件の争点は，青色申告書の更正が会計帳簿ではなく推計により行われた
ことの是非，および更正理由の附記についてである。
最高裁の判決は，原判決（東京高裁昭和35年10月27日）を破棄し，被上告
人の控訴を棄却するというものであった。その理由は，「本件の更正処分通
知書に附記されていた前示理由は，ただ，帳簿に基づく売買差益率を検討し
てみたところ，帳簿額低調につき実際に調査した売買差益率によつて確定申
告の所得金額309，422円を444，695円と更正したというにとどまり，いかなる
勘定科目に幾何の脱漏あり，その金額はいかなる根拠に基づくものか，また
調査差益率なるものがいかにして算定され，それによることがどうして正当
なのか，右の記載自体から納税者がこれを知るに由ないものであるから，そ
れをもつて所得税法45条2項にいう理由附記の要件を満たしているものとは
認め得ない。」とされている。
居住者に係る所得税につき更正または決定をする場合に，税務署長は，「そ
の者の財産若しくは債務の増減の状況，収入若しくは支出の状況又は生産量，
販売量その他の取扱量，従業員数その他事業の規模によりその者の各年分の
各種所得の金額又は損失の金額（その者の提出した青色申告書に係る年分の
不動産所得の金額，事業所得の金額及び山林所得の金額並びにこれらの金額
の計算上生じた損失の金額を除く。）を推計して，これをすることができる。」
（所法156）と規定している。これは，推計による「更正又は決定」と言われ
る。しかし，青色申告者には，「所得税法（昭和37年法律67号による改正前
のもの，以下同じ。）45条1項の規定は，申告にかかる所得の計算が法定の
帳簿組織による正当な記載に基づくものである以上，その帳簿の記載を無視
して更正されることがない旨を納税者に保証したものであるから，同条2項
が附記すべきものとしている理由には，特に帳簿書類の記載以上に信憑力の
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ある資料を摘示して処分の具体的根拠を明らかにすることを必要すると解す
るのが相当である。」とし，売買差益率を用いて推計により「更正又は決定」
することを違法としている。この意味で，本判例は，青色申告書の「更正又
は決定」において画期的なものということができる。
ただし，推計課税は憲法に違反しない（福岡高判昭和32年10月9日行裁8・
10・187），直接資料が入手できないからといって課税を放棄することは課税
の公平に反する（東京高判平成6年3月10日行裁45・3・857）などの判決
例（中里・増井［2013］，156頁）にみられるように，推計課税自体は違法ではな
い。
⑵ 法人税青色申告に係る更正に理由附記不備の違法がないとされた事例
（最高判昭和60年4月23日民集 第39巻3号850頁）
本件は，法人税青色申告に係る更正に理由附記不備の違法がないとされた
事例で，その事実の概要は次のとおりである。被上告人は，青色申告の承認
を受けた法人であり，昭和48年2月1日から昭和49年1月31日までの事業年
度分の法人税について確定申告をしたところ，上告人はこれを更正した。こ
れに対して，被上告人の「理由附記に不備があり違法である」との訴えに大
阪高判（昭和55年11月26日）が被上告人の訴えを認めたものである。
本件の争点は，当該更正に法人税法130条2項所定の理由附記の不備の違
法があるかどうかであった。
これに対する上告人の上告に対する最高裁の判決は，原判決を破棄し，大
阪高等裁判所に差し戻しであった。その理由は次のとおりである。上告人が
法人税青色申告に係る更正通知書に，更正の理由として，「減価償却費の償
却超過額36万8，036円。昭和48年6月取得の冷暖房設備について機械として
特別償却していますが，内容を検討した結果，建物附属設備と認められ，特
別償却の適用はありませんので，次の計算による償却超過額は損金の額に算
入されません。（種類）冷暖房設備（償却限度額）17万3，319円（貴社計算の
償却費額）54万1，355円（差引償却超過額）36万8，036円」と附記されている。
その記載は，右設備が法人税法2条24号，同法施行令13条1号所定の「建物
附属設備」である「冷房設備」に当たり，租税特別措置法（昭和49年法律第
17号による改正前のもの）45条の2第1項所定の「機械」に当たらず，その
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減価償却費は法人税法31条1項所定の普通償却の限度において算定されるべ
きであるとする趣旨のものということができ，当該更正に法人税法130条2
項所定の理由附記の不備の違法があるとは言えない，というものであった。
青色申告に係る更正は，帳簿書類の調査に基づいて行い（法法130①），推
計課税を禁止している。また，更正通知に理由附記（法法130②）をしなけれ
ばならない。本件の場合，推計課税に当たらず，条文の解釈をめぐって問題
となっているもので，該当条文の解釈を示して更正の理由附記としており不
備とは言えないとしており，妥当性がある。
前述の立法趣旨および判決例から，「一般に青色申告に対する更正の理由
附記は，税務署長の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制する（処
分適正化機能）とともに，処分の理由を相手方に知らせて不服の申立に便宜
を与える（争点明確化機能）ためである」（奥谷［2012］，26頁）とされる。
更正通知書の理由附記は，青色申告所承認のあった所得について更正が
あった場合に限られるのであって，それ以外の所得について更正があった場
合は，白色申告に対する更正と同様に処理すれば足りる（最高判昭和42年9
月12日・昭和39年（行ツ）65号，訟務月報13巻11号1418頁）とされる（伊東
［1984］，223頁）。なお，青色申告の更正通知書に「建物譲渡損の否認金○○
円，建物譲渡益金○○円，借地権計上洩れ○○金，寄付金超過取消○○円」
と記載されているだけでは，理由附記としては不備の違法がある（最高判昭
和47年3月31日・昭和40年（行ツ）5号，民集26巻2号319頁）との判決例
がある（伊東［1984］，223‐224頁）。
⑶ 消費税更正処分等取消請求の事例（最高 判平成17年3月10日民集
第59巻2号379頁）
本件は，税務調査の際に帳簿不提示により青色申告承認の取消処分の事例
で，その事実の概要は次のとおりである。青色申告の承認を受けた法人であ
る上告人は，平成9年5月期の法人税について青色申告により確定申告を
行った。これに対して，同事業年度の法人税の調査のために被上告人の職員
が上告人の事務所に臨場し調査の協力を要請したところこれに応じなかった。
その後再度，被上告人の職員が事務所に臨場したが，帳簿書類などが段ボー
ルに入れて積み重ねてあったが，上告人の関係者からその提示や提示の申し
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出はなく，その後も被上告人の職員が複数回臨場し，帳簿書類などの提示を
求めたが，協力が得られず，帳簿書類などの確認をすることができなかった。
そこで，被上告人は，青色申告に係る帳簿書類の保存などを規定した法人税
法126条1項に違反するとして青色申告の承認を取り消したものである。
上告人は本件青色申告取消処分の取り消しを求め提訴したが，原審福岡高
判（平成16年6月15日）で棄却された。そこで被告人は上告受理を求めた。
ここでの争点の1つは，法人税法第126条第1項により帳簿書類などを保存
するということは，法人税の調査のためにその提示を求められたときに正当
な理由がなく拒否できるか，またそれをもって青色申告の承認取り消しの事
由になり得るかどうかである。
本件に対する最高裁の判決は，上告棄却であった。判決の内容は，法人税
法（平成12年法律第97号による改正前のもの）第126条第1項に規定する帳
簿書類を税務職員による検査に当たって適時に提示することが可能なように
態勢を整えて保存していなかった場合は，法人税法（平成11年法律第160号
による改正前のもの）第127条第1項1号所定の青色申告の承認の取消事由
に該当する，というものであった。
7．今後の青色申告制度のあり方
シャウプ勧告では，会計帳簿に基づいた自主申告納税制度を推進するため
に，青色申告制度を勧告した。その内容および裁判例については，前節で述
べたとおりである。この制度は，事業所得者などは50％が利用しているに過
ぎないが，法人に至っては90％を超えて（実質的には100％近い）利用して
おり，その歴史的使命は終わったとの見解がある。また，青色申告への特典
は，課税公平の原則に反するという見解も根強い。
これらの論議を受けて，2011（平成23）年10月17日付で「青色申告制度の
あり方について－平成23年度諮問に対する答申－」（税理士連合会税制審議
会・金子宏会長）が公表された。
本答申は，次の各章からなる
はじめに
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Ⅰ 青色申告制度の意義と現状
Ⅱ 現行の青色申告制度の問題点
Ⅳ 白色申告者に対する所得課税のあり方
Ⅴ 法人税・消費税における青色申告制度のあり方
おわりに
本答申では，「現行の所得税法及び法人税法は，青色申告制度を定めてお
り，その申告方法は，いわゆる白色申告との二重構造となっている。この点
について，個人と法人を問わず，すべての事業者は，適正な記帳に基づいて
算定された所得金額を申告しなければならないという原則論からみれば，青
色申告制度を廃止し，申告方法を一元化すべきことになる。一方で，事業者
の申告水準を維持し，今後も記帳レベルの向上を図る必要があるという観点
からは，青色申告制度を存置すべきことになる。」と述べ，各論点の検討を
行う。
青色申告について，「無申告や過少申告が常態化していた戦後の混乱期に
おいて，適正な記帳と申告を促し，申告納税制度の定着に一定の役割を果た
したものと評価することができる。また，執行面では，頻発していた決定・
更正，再更正，不服申立てといった当時の悪循環を改善し，税務行政の円滑
化に寄与したとみることができる。」とその意義を認める。
ただ，普及割合を検証すると，法人税では90％を超え，所得税においては
過去40年余の間は50％台にとどまっている。また，所得税において「高所得
者層と低所得者層の間では青色申告に対する認識に相当程度の差異があると
ともに，高所得の事業者に限って青色申告の普及割合をみれば，法人税とほ
ぼ同程度であると考えられる。」という現状がある。
さらに，最近，所得税法の改正により記帳および記録保存義務が見直され，
所得金額が300万円以下の事業者に対しても一定の記帳を求めることになっ
た。また，法人の場合には，記帳慣行がおおむね定着してほぼ100％に近い
状況にある。これらの状況から，青色申告と白色申告を区別する意義が相対
的に薄れきた。しかも，記帳に基づいて算定した適正な所得を申告しなけれ
ばならないという原則論からみれば，青色申告と白色申告という二重の申告
制度には問題があるとし，青色申告制度廃止論が起こっている。
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これに対して，税制審議会は，上述のような実態や税制の側面をみると，
法人税においては青色申告制度を廃止し，すべての法人に共通する一般的な
記帳義務制度に移行しても差し支えないとしながら，次のように結論づける。
中小法人，とりわけ個人事業者が法人成りしたような小規模法人の場合は，
必ずしも十分な経理体制が整っているとは言えず，すべての法人が会社法お
よび税法の規定に適合した帳簿書類の作成を行っているという確証はない。
また，欠損金の繰越控除制度など，長期間にわたって適正な記帳が継続して
いることを前提とする税制について，不十分な帳簿書類の下でその適用を認
めると，課税上の弊害が拡大するおそれがある。これらの諸点を勘案すれば，
現時点において直ちに青色申告制度を廃止することは，必ずしも適当である
とは言えない。したがって，法人税においても，当面は同制度を存置するこ
ととし，中小法人の経理体制や記帳の実態を見極めた上で，申告方法の一元
化を図るべきである。
ただし，青色申告制度を存置する場合には，その適用に際しての承認制度
のあり方を検討する必要がある。実務の現状は，いわゆる「みなし承認」が
ほとんどであり，現行の事前承認制度は事実上形骸化している。行政手続の
簡素化の観点からは，現行の承認制度を廃止し，毎年度の申告時に青色申告
を適用する旨の届出制とすることが望ましい。
青色申告廃止論について，青色申告が戦後の混乱期に申告を促すための経
過措置であったことの他，2011（平成23）年度の税制改正により個人につい
て白色申告者に記帳義務が制度化され一層の充実が見込まれること，法人に
ついて，事業休止法人などを除きほとんどの法人が青色申告を行っているこ
と（品川［2013］，23頁）がその要因としてあげられる。
個人事業者などの青色申告者と白色申告者の記帳義務および帳簿書類の保
存義務などを比較すると図表14のとおりである。
ここで問題となるのは，更正処分の場合の理由附記である。2011（平成23）
年の税制改正により一般記帳義務や理由附記が全面的に適用されることに
なったが，課税の公平性（憲法14条）や租税法律主義（憲法84条）の観点か
ら更正処分の濫用の防止は，青色申告のみならず白色申告においても当然要
求され，更正の理由附記を青色申告の「租税手続法上の特典と位置づけるこ
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図表14 個人事業者などの青色申告者と白色申告者の比較
申告者の区分 青色申告者 白色申告者
記帳義務の有無・方式 正規の簿記の
原則
簡易な簿記 現金主義 記帳義務あり 記帳義務なし 記帳義務なし
帳簿書類の保存義務 帳簿書類の整理保存義務あり 記録保存義務
あり
記録保存義務
あり
記録保存義務
なし
作成する帳簿・計算書類 資産，負債及
び資本に影響
を及ぼす一切
の取引，すな
わち仕訳帳及
び総勘定元帳
現金出納帳
固定資産台帳
損益項目に係
る事項
売掛帳
買掛帳
損益項目に係る
帳簿
損益計算書
貸借対照表
損益計算書 〔損益計算書（収支内訳書）〕（注）
（注） 法令上は義務化されていないが，確定申告をする際には，白色申告であっても「事業所得等に係
る総収入金額及び必要経費の内訳書」を添付することが規定されている（所法120④，所規47の
3）。
（出所）上西［2012］，34頁。
とは」問題である（奥谷［2012］，26頁）との見解もある。
8．おわりに
シャウプ勧告は，会計帳簿に基づいて所得計算を行い納税する申告納税制
度を推奨した。この制度の下においては，税務署は，会計帳簿に基づいて更
正を行い，更正の決定についてはその理由を附記する必要がある。この制度
は，戦後連合国総司令部（GHQ）による民主化政策と符合するものであっ
た。ただ，わが国において大企業はともかく中小法人および個人営業者など
の中小企業は帳簿記帳の慣習がなく，帳簿記帳を推進するために青色申告制
度を勧告した。この制度は，1950（昭和25）年の税制改正で導入され，同時
に導入された直接税中心の累進的総合課税が骨抜きにされる中，現在に至る
まで命脈を保っている。
現行税法において，この青色申告の承認を受けた個人事業者などや法人企
業は，税法上の特典として優遇措置を受けるのであるが，その反面帳簿書類
などの備え付けや保存が義務付けられている。これについて，現行税法上の
規定および最高判の検討を行った。
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会計帳簿の記帳については，所得税法では正規の簿記の原則，法人税法で
は複式簿記の原則によるとの規定がある。正規の簿記とは，複式簿記の他簡
易簿記を含む。それは，個人事業者などに複式簿記を義務づけることは現実
的でないということで，それよりも簡易な簿記を認めることになった。つま
り，ここで規定されているのは，記録原則としての簿記である。
これに対して，『企業会計原則』一般原則の「正規の簿記の原則」は，記
録原則および重要性の原則との関連において会計処理原則として真実性の原
則を支える原則とされる。この由来は，ドイツ商法あるいは SHM原則にあ
ると言われるが，シャウプ勧告との関連で捉えると，『企業会計基準法（案）』
に端を発しており，ドイツ商法あるいは SHM原則の影響を受けながらも，
わが国独自のものである。
青色申告制度は，「無申告や過少申告が常態化していた戦後の混乱期にお
いて，適正な記帳と申告を促し，申告納税制度の定着に一定の役割を果たし
た」ということができる。それに加えて，白色申告者にも記帳義務が制度化
され，税負担の公平の観点から，青色申告制度廃止論も唱えられている。と
は言え，わが国の中小法人や個人事業者などの帳簿記帳の慣行が十分に行き
渡ったということはできず，現在の状況で廃止することは税制の運用上デメ
リットがある。改善点は改善するとして，廃止論は時期尚早であると言わね
ばならない。重要なことは，経理担当者の能力育成をはかり，帳簿記帳の指
導を支援していく施策を充実していくことである。
青色申告において，法人税法では複式簿記の原則および所得税法では正規
の簿記の原則に従って記録を行い貸借対照表および損益計算書を作成しなけ
ればならないとする。この場合，会計帳簿の記帳のみを指しているのか，ド
イツ商法の「正規の簿記の諸原則」やアメリカ連邦税法のように健全な会計
慣行や一般に認められた会計原則を前提にしているのかが問題となる。これ
らの論議の結末は，1966（昭和41）年の法人税法第22条第4項の公正処理基
準規定の創設に行き着くこととなる。これについては，別稿において取り上
げる。
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